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日本統治下における「南洋群島」の経済発展＊

一1922－38年一

溝 口 敏　　行

［1］　問題の所在

　この研究目的は，1921年目ら1945年まで日本

統治下にあり，「南洋群島」と呼ばれていたミク

ロネシア諸島の経済発展を示す基礎統計を整理し，

将来の研究に供することにある。「南洋群島」は

東経1300～175。，赤道より北緯20Qまでに点在す

る諸島であって，マリアナ群島（日本領有時に米

領であったグアム島を除く），カロリン群島およ

びマーシャル群島よりなっている。

　この地域の植民地化は1686年のスペインの領

有より始まる1）。しかし，スペインは200年にわ

たる統治にも窺かわらず，南米経由のスペイン・
　　　　　　メ
フィリピン航路の中継地としてマリアナ群島を利

用した以外，ほとんどみるべき施策をほどこさな

かった。19世紀末東ニューギニア，ビス々ルク群

島，ソロモン群島，ナウル島を領有したドイツは

1884年にマーシャル群島を占領，1885年にカロ

リン群島に手をのばし，スペインとの紛争の後

1899年に残りの群島をスペインより買収した（グ

アム島は1898年の米西戦争の結果アメリカへ割

譲ずみ）。ドイツ領有下の群島の経済発展にはみ

るべきものがあり，ヤルート商会の設立，通信施

設の設置，アンガウル島の燐鉱採掘などがすすめ

られた。これらの施策が，日本領有時代の経済発

　＊　この論文は1978－80年度における文部省科学研
究費（一般A一〔341006〕）「“旧日本帝国”の数量経済史1

的分析」（研究代表者　梅村又次教授）による共同研究

の一部としておこなわれたものである。計算にあたっ

ては，一橋大学経済研究所電子計算機室および統計係

の御協力を得た。ここに感謝の意を表する。

　1）　以下の「南洋群島」小史は，大蔵省管財局，

『日本人の海外活動に関する歴史的調査』第20分冊，
1947（未公刊資料）による。

展に基礎となったことは充分考えられ’る。

　1914年12月，第1次世界大戦への日本の参戦

にともない，日本海軍は全諸島を占領し軍政を旅

行した。軍政は1921年までの6年間継続するが，

この間についての分析に耐え得る充分な資料は現

在までのところ見出されていない。1919年のベ

ルサイユ平和条約の結果，1921年より国際連盟

による日本への委任統治領となり，1922年以降

南洋庁が設立され以降1941年12月の太平洋戦争

までの期間安定的な行政がすすめられた。この論

文がとりあげる分析期間はこの20年の大部分に

対応している。

　1942－45年の4年間は，この群島を戦場にまき

こんだ悲惨な時期であり，統計等も秘密のベール

につつまれている。大平洋戦争終結後，アメリカ

の信託統治領となり現在独立の準備をととのえっ

つある。アメリカ統治期間の統計は比較的完備し

ており，戦前統計とのリンクによる分析をすすめ

ることも充分可能である。

　ところで，日本領有時代の南洋群島の経済発展

を分析する目的として少なくとも2っをあげるこ

とが出来よう。その第1は，近年関心が増大しつ

つある「群島国家」の経済発展の1例を提供する

ことである。太平洋を中心に点在する群島の経済

発展の問題が開発途上国研究の中で現在なおとり

のこされた課題の1つであることは，国連等によ

って認識されつつある。日本統治下の南洋群島は，

比較的スムーズな経済発展をとげたとされており，

かつ当時としては統計も整備されていた関係上分

析に値すると考えられる。更に将来の問題として，

ドイツ領有時代，アメリカ信託統治時代へのデー

タのリンクがおこなわれ，かつ社会学的分析が追

加されればその効果は1層増大するであろう。ま
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た，この種の作業は，スペイン，ドイツ，日本，

アメリカということなった国によっておこなわれ

た施策が，どのような結果をもたらしたかについ

ての比較検討をおこない得るという副次効果も期

待出来る。

　第2の目的は，戦前期日本町植民地経済の分析

の一環として情報を提供することである。戦前期

における日本の植民地政策については，戦後多面

的な研究がすすめられている。その中で最も多く

の論文が見られ，る分野は「朝鮮史」に関するもの

であり，日本帝国主義の朝鮮支配の実態を批判的

にえぐり出そうとする試みがこれにあたる。この

ような接近は，台湾および「旧満州国」に拡大さ

れてきている。

　一方，戦前期の日本の植民地経済の状態を数量

経済史的に分析しようとする試みがみられる。筆

者がさきに発表した著書もその1つであるし2），

台湾，朝鮮については国民所得概念を利用した本

格的な分析も登戸している3）。ただ，これらの分

析の多くは台湾，朝鮮という経済に視点をあて，

それを支配した日本との関係の分析に重点をおい

ている。しかし，各植民地が日本という共通の国

家に支配されている以上，各植民地の経済は間接

的にせよ相互に依存関係にあるといってよい。筆

者がさきに発表した著書の中で，台湾米と朝鮮米

の日本内地における競合関係を通じて，両植民地

経済の発展形態が相互に関連しあっている可能性

を指摘したが，この種の分析は今後もすすめられ

る必要があろう。

　そのような視点から，興味のもたれる接近法に

「旧日本帝国」そのものを分析の対象としょうと

する考え方がある。これを支える1つの潮流は欧

米の学者に見出される。すなわち，「“日本帝国”

　2）　溝口敏行『朝鮮・台湾の経済成長』岩波書店，

1975。

　3）例えば，2）のほかSamue1　R　S．　Ho，互ooπo励。

エ）8”θZop？πθπ6〔ゾ7α伽απ，1860－1970，　Yale　University

Press，1978；Sahg－Chul　Suh，σγoω統α？zd　8孟γ財。施γαZ

σんαη9θ∫伽伽κoγθαπEooπo呪〃，1910－1940，　Harvard

University　Press，1978。このほか，推計基礎資料の

分析の主要なものとして篠原三代平・石川滋編r台湾

の経済成長』アジア経済研究所，1972をあげることが
出来る。
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は近代史に登揚した唯一の非白入による植民地帝

国である」という問題意識がこれ，にあたる4）。一

方，数量経済分析の立揚からも，「旧日本帝国」

ベースの研究をおこなってみることも有意義であ

る。現在まですすめられてきた分析は，「日本」

を現在のわが国の範囲に限定し，各植民地を仮想

的に「外国」としてとりあげてきた。しかし，わ

が国の精糖企業が生産性の高いジャワにではなく

台湾に「対外投資」したのは，台湾が日本経済に

有機的に組みこまれていたからにほかならない。

もちろん，台湾，朝鮮は両総督府によって一括統

治がおこなわれ・ていたから，日本の府県と同一視

することは出来ない。しかし，英本国とインドと

の関係と比較すれば，日本本土と各植民地経済の

結びつきははるかに大きいといってさしつかえな

い。この研究は，従来ほとんどすすめられていな

かった（台湾・朝鮮以外の）旧植民地に対する統計

分析の第1歩をなすものである5）。

［II］利用されるデータと加工

　既述のように，南洋群島に関する統計は，戦前

期における他の群島国家と比較すればかなり豊富

であるといってよい。しかし，当然のことながら，

戦前期の日本本土に関する統計や，台湾，朝鮮，

関東州という主要植民地に関する情報量からみれ

ばその不足はいなみがたく，したがって分析の範

囲や精度がある程度制約をうけるのはやむを得な

い。しかし分析に必要な最小限の情報は一応見出

すことが出来る。南洋群島について組織的な統計

が得られるのは1922年から1941年の間である。

ただ，外国貿易が中断した1939年以降南洋群島

の経済はかなり変則的な状況にあったといえる。

また主として軍事的配慮から，公表される統計系

列数が大幅に減少することも分析上不便である。

そこで，本論では分析期間を1922－38年に限定す

　4）1979年8月，スタンフ才7ド大学フーバー研究
所で開催された“The　Japanese　Colonial　Empire，

1895－1945”に関する学際セミナーは，このような問

題意識から出発している。

　5）　南樺太および関東州についての作業は現在進行

中であり，1980年中にその結果を発表する予定であ
る。
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日本統治下における「南洋群島」の経済発展

図1　生産推計と支出推計の比較
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ることにし1921年以前および1939年以降の分析

は将来にゆずることにした。南洋群島についての

統計書およびそれを支える報告書類は少なく，主

たる情報は南洋庁，『南洋庁統計：書記1－9回』

にたよらざるを得ない。しかし，この統計書は，

小冊子にもかかわらず此較的豊富な情報をそなえ

ており，若干の仮定の導入することによる危険を

覚悟すれば，生産および支出両面について主要な

指標を得ることは可能である。推計にあたっては，

統計書にもられ，た数値をデータ・ベースに収納し，

それを系統的に加工するという方式をとった。デ

ータ・ベースに収納された系列名は，別資料に示

されている6）。

　第1表はこれらの加工系列の中から主要なもの

を引き出してまとめあげたものである。また同表

の下欄には，期間別の年平均成長率が示され’てい

る7）。同表の各加工系列の作成法の詳細は別資料

に示されているから8），ここでは概要のみを記す

ことにする。まず人口系列は，『南洋庁統計書』

の数字をそのまま転記したものである。南洋群島

　6）　溝口敏行・野島教之・内野くに子『旧日本帝国

植民地の経済統計データ・ベース（1）』（一橋大学経

済研究所Discussio且Paper　Series，　No．25）1980。

　7）年平均成長率は，各系列X（彦）に対して，1n
X（の＝α十麗を最小二乗法であてはめ，系数δの推定

値を利用した。

　8）　注5資料および一橋大学経済研究所統計係『統

計加エシリーズ』Nα22，1980参照。

に関する「島勢調査」は1922

年10月に実施されているこ

とからみて，この系列はほぼ

信頼出来ると考えてよい。産

品別の実質生産額は，生産数

：量が得られる系列についてバ

ック・ワード・ラスノ｛イレス

型の生産指数を求め，1934－

36年の平均生産額を補外す

る方法をとった。ただ，この

方式を形式的にあてはめてい

くと，生産額の成長率が過大

となるおそれがある。という

のは，時代がさかのぼるにし

たがって数量表示のある系列数が減少するからで

ある9＞。この点を補正するため，可能な限り品目

別の情報を集め，統計が存在しない期間について

も生産がおこなわれていたと判断されるものにつ

いては，類似品目のウエイトを増大させる等の補

正をおこなった。二二には示されていないが，生

産額の名目額も，実質額を物価指数でインフレー

トする形で推計がおこなわれている。

　一方，支出系列は原則としてコモディティ・フ

ロー法によって名目額を推計し，別途推定された

デフレータによって個別に実質化する方式がとら

れた。ただ，建設投資については，政府投資が主

体をなす点を考慮して，南洋庁の財政統計より建

設投資部分を分離し，ついで民間住宅建設投資，

民間企業建設投資を別途推定して加算した。

　ところで，表1をみると生産額合計と国内総支

出がかなり類似していることが注目される。もち

ろん，この2者が一致すべきであるという根拠は

ない。というのは，（i）生産統計が生産額ベース

であって，付加価値ではないこと，（ii）建設・サ

ービス業の生産額が生産合計に含まれていないこ

と，（iii）デフレータが相互にことなっていること

などがあげられる。しかし，当時の南洋群島には

大規模な工業がなかったことと，サービス業のウ

　9）　このような指摘は，台湾の工業生産額の推定に

際して篠原三代平氏によって指摘されている（篠漂・

石川編『台湾の経済成長』oμo肱第2章参照）。
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エイトが小であったと考えられる点から，この2

者を比較してみることも無意味ではない。図1は，

表1に示されな生産額合計に建設投資（建設業の

生産額）を加えたものと国内総支出を実質額で比

較してある。全般的にいって2系列は極めて併行

的に動いており，推計が斉合性をもっていること

をうかがわせる。ただ2者がへだたる以下の点に

ついては注意しておく必要があろう。

　（1）　1924，25年の国内総支出はやや過小評価

　　のきらいがある。これは，原資料の移出の数

　　字が過小となっているためと思われるが，修

　　正のための充分な情報がない。

　（2）1935年の工業生産の急増が2系列を煙き

　　くへだたらせている。ただ，国内総支出の在

　’庫投資部分の調整が充分でない点もあるので，

　　生産，支出のいずれにより多くの問題がある

　　のかは早急には判断できない。

　（3）1937年についても（2）と同じ問題がある。

　　しかし，この時点では変動方向が同一である

　　のでそれほど問題にする必要はなかろう。

これらの点を配慮すれ，ば，表1に示された数字は，

一応分析に耐えるといってよい。以下紙数の許す

範囲で表1の数字を検討してみよう。

［111］　若干の分析

　戦前期の日本の植民地経営には2っのことなっ

たパターンが存在したように思われる。その1は，

台湾・朝鮮・関東州にみられ’るものであり，植民

地の資源と，植民地の労働力を利用して経済運営

をすすめるものである。そこでは植民地の人々と

の間に利害の衝突がしばしば発生するし，帝国主

義的な収奪を生じせしめる。他は南樺太にみられ’

るものであり，植民地の資源こそ利用するが，そ

こでの活動は日本人のみによっておこなわれるケ

ースである。事実，南樺太における日本人以外の

人口は無視し得るものであり，現地の人々との摩

擦や，これらの人々に対する経済的・社会的施策

はほとんど必要はなかった。ここでは，帝国主義

の罪悪として批判され，る現象はほとんど問題にな

らなかったといってさしつかえない10）。

　10）　南樺太の植民地批判としては，朝鮮人労働者の

Vo1．31　No．2

　南洋群島は，この2つのパターンの中間にある

といってよい。人口欄にみられるように日本統治

初期においでは，ミクロネシア人の全人口にしめ

る比率が圧倒的であった。この意味では，南樺太

のケースとは明らかにことなっている。しかし，

その後日本人の増加はめざましく，1935年中は過

半数をしめるにいたっている。この点は，小数の

日本人が植民地の労働力を使用して経済発展を試

みていた台湾・朝鮮・関東州と決定的にことなっ

ている。すなわち南洋群島の産業は，まず日本人

の資本と日本人の労働力を使用して開発され，そ

の誘発効果の形で現地人の産業活動がおこなわれ

るという形態がとられた。例えば，農業活動は在

留日本入の食用を目的として米，野菜の作付けが

日本人移住者によって開始され，ついて砂糖きび

などの商品作物の導入がおこなわれるが，現地人

農業は長年たろいも等の在来の農耕活動の範囲に

とどまっており，日本人農業の影響があらわれは

じめる・のは1930年代中期以降であるとされてい

る。このような意味では，表1に示された生産活

動の発展は，ほとんどすべて日本人の活動とみな

してさしつかえない。

　このような日本人の進出にもかかわらず，現地

住民との利害衝突がそれほど発生しなかった原因

としては，ドイツ統治時代からの土地政策をあげ

ることが出来る。すなわち，ドイツ領有時代にミ

クロネシア人が在来の生産形態によって生活を営

なむに必要な土地は分離され，外国人に対して保

護されていた。この政策は南洋庁によって引き継

がれた結果，日本人の進出は主として未開地に対

しておこなわれることになった。かくて，日本の

南洋群島統治時代には，日本人による経済活動と

ミクロネシア人による経済活動の二重構造をなし

ていたといえよう。このような形態は，たしかに

日本人とミクロネシア人との衝突を回避させる効

果はもっていたが，南洋群島経済発展の果実が間

接的な形でしかミクロネシア人に移されないとい

う別の形の問題を残すことになった。

強制使用をめぐる問題がある。ただこれは日本の朝鮮

支配と関連するものであって，樺太支配と直結するも

のではない。

6

6

◎
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　さて，以上のことを念頭に置きながら南洋群島

の生産活動を検討してみよう。概していえば，同

地域の経済発展は1930年代においてめざましい

ものがある。しかし，その芽はすでに1920年代

に見出される。すなわち，1920年代においては，

農林蓄産業・鉱業が停滞的であったのに対して，

水産業，工業の発展が注目される。このうち，水

産業は南洋庁による漁港整備とかつおぶし生産技

術の確立に多くを負っており，1926年以降の水

産物の増加のうち，かなりの部分はこの要因によ

って説明出来る。一方，南洋群島の工業は，他の

植民地の場合と同様，日本出向けの食品加工業

一すなわちみそ，醤油製造業等一を中心に発

展がおこなわれてきた。しかし，工業に大きな飛躍

を与えた原動力の多くは，1925年以降の糖業の確

立にみい出すことが出来る。南洋群島に糖業を導

入しようとする試みは，同島領有以来おこなわれ

てきたが害虫による被害のため大きな困難に直面

した。しかし，1925年南洋一発株式会社が台湾品

種の導入に成功して以来，サイパン，テニアン両

面の砂糖きび生産を背景とする製糖業の発展がみ

られた。、1920年代後半における工業品の大幅な

増加は，主として砂糖生産の増大によるものとい

える。

　1930年代の生産活動の向上は，ほぼ上記の線

を引きついだものといってさしつかえない。工業

の主力はいうまでもなく砂糖生産である（工業の

一種であるかつおぶし加工生産ののびはいちぢる

しいものがあるが，表1の計算では便宜上水産物

に含められている）。このほか，木材，植物性繊

維原料を使用した雑貨類の生産も無視出来ない比

重をしめるようになる。一方，1930年代における

水産業の発展も注目に値する。その中心はかつお

業およびその加工であるが，1930年代中期頃から

は高瀬貝，しんじゅ等の非食用水産物の生産の増

加がみられる。また，主として移出に支えられた

林業の発展も注目されてよい。

　次に国内総支出（GDE）に目を転ずると，いくつ

かの興味ある事実を読みとることが出来る。表1

のGDEに関する数字は1人当たり実質額で示さ

れている点に注意が必要である。特に1922－29年

133

と1930－38年の成長率を比較するには，人口の成

長率に4％強の差がある点に配慮しなければなら

ない。

　まず注目されるのは，個人消費の水準が円表示

でみる限りかなり高く，その成長率も大であるこ

とである。このうち，円表示の水準については，

南洋群島の消費者物価が日本本土等と比較してか

なり高い点が考えられなけれ’ばならない。厳密な

比較はまだおこなっていないが，多くの消費物資

を日本よりの移入にたよっているという事実を指

摘すれば，一応納得出来よう。個人消費の成長率

の高さについては，日本人の人口にしめる比率の

増大を考慮しなければならない。『南洋庁統計書』

でみる限り，同一職種における日本人とミクロネ

シア人の賃金格差は極めて小さい。このことは，

やや熟練した労働力が基本的には不足しており，

人種間の賃金格差の生じる余地がなかったことを

意味しているのであろう。しかし賃金統計には登

揚してこないミクロネシア人農民の消費生活水準

は，日本人のそれとの間にかなりの差があったこ

とが予想される。このような揚合，日本人の人口

にしめる比率が増大すれば，当然の帰結として平

均的な個人消費支出は増大することになる。試み

に，日本人の実質賃金指数を1922－38年について

計算してみると，成長率は年率1．91％となり，

実質個人消費のそれを大幅に下まわっている。

　南洋群島における資本形成の大きさもまた注目

に値する。国内総支出にしめる粗国内資本形成の

比率は各年とも10％をうわまわっており，かつ

時間の経過とともに上昇をつづけ，年によっては

20％をこえている（表2参照）。南洋群島におけ

る工場数は少なくかつ鉄道も未発達であるから，

設備投資はそれほど大ではない。事実，資本形成

にしめる建設投資の比率は大であり，その中でも

　　　　　表2　実質GDEの構成比　　　　　　（％）

民間消費　政府消費　資本形成　純輸移出入準

1922－1926

1927－1931

1932－1936

1937－1938

49．3

39．0

44．4

29．2

14．4

8．7

8．4

7．7

10．9

13．4

14．9

22．9

25．4

38．9

32．3

40．2

［注］＊移出と輸串の合計から移入と輸入の合計を差し引いたもの。

［資料］表1。
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表3　政府支出の目的別構成比（1922－38）　（％）

繭消費政府撒移呼出繕舗

産業振興 6．5 18．7 6．8 59．6

交通・通信・道路・港湾 3．5 29．3 14．4 40．4

民生・教育 4．3 8．8 1．1 0．0

保安・防衛 0．7 0．2 0．0 0．0

一般行政（含職員俸給） 85．0 43．0 77．7 100．0

［資料］注8）文献ゼ

南洋庁の投資活動はその中核的な役割をなしてい

る。ところで，南洋庁財政をみると，1922年に同

庁が設置されてより，約8年は中央政府よりの財

政補助にたよっていたが，1930年以降，燐鉱石生

産よりの収入の増大により独立の財政運営をおこ

なうようになったpしかも，政府消費の増加速度

は比較的低く押えられてきたから政府投資をすす

める財政的基礎は確立されていたと考えてよい。

　このような揚合，南洋庁の投資活動を投資目特

別に分割してみることが考えられよう11）。表3に

は，支出項目名より判断した投資目的別の構成比

が示されている。同舟によれば主たる投資は港

湾・道路に集中しており，群島地域開発の特色が

明確にあらわれている。また，上下水道等の民生

用投資も比較的大であるのに対して，産業用投資

がそれほど大ではないことも特徴といえよう。こ

の点，同様に独立財政を営んでいた台湾総督府が

積極的に産業投資をおこなっていたのと対照的で

ある。

　南洋群島の国内総支出における純移出（移出一

移入）の大きく，まさに移出主導型の経済発展を

示していることもまた注目されてよい12）。南洋群

島の産業開発が日本本土向けの移出を目的として

VoL　31　NQ．2

いたこと，また燐鉱石，木材という天然資源にめ

ぐまれていたことが，大幅な移出超過をもたらし

たと考えてよい。このような話合，この貿易余剰

がどのような形で運用さ．れていったかを検討する

ことは興味あることである。将来の研究に待ちた

いと思う。

［1V］む　す　び

　以上の検討は，南洋群島の経済発展をマクロ的

な数字でとらえたものである。この数値でみる限

り，日本統治下における同地域の産業発展は注目

すべきものがあるといってよい。特に，第2次大

戦後のアメリカ統治下における同地域の産業が，

観光業を除きみるべき成果をあげていないことを

考慮すれば，一層その感が深い13）。

　しかし，このような経済発展をすすめてきたの

が，日本人の移住者であったこともまた事実であ

る。台湾・朝鮮に対する日本統治は，収奪による

多くの被害を与えた反面，現地の人々への聖徳移

転の点では多少の役割をはたしてきた。しかし，

南洋群島の揚合，後者の効果は極めて小さかった

とされている。今日の「群島国家」の経済発展問

題の解決には，社会学・文化人類学の協力が必要

であるといわれているが，その傾向はすでに日本

統治時代の南洋群島においてみられたといってよ

い。このような視点からすれば，本論の研究はよ

り詳細な分析のための大わくを作ったにすぎない。

ただこのような限定された性格のものであっても，

今後進められるミクロ的な接近の方向付けには充

分利用し得ると考えられる。

　　　　　　　　　　　　（一橋大学経済研究所）

●

●

●
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11）　同様の試みは，筆者によって，台湾・朝鮮につ

いておこなわれている。溝ロ敏行『日本統治下におけ

る台湾・朝鮮の総督府財政支出の比較』（一橋大学経

済研究所Discussion　Paper　Series，　No．9）1978。

12）　南洋庁統計書では，南洋群島以外の旧日本帝国

領土との貿易と一括して移出入．として処理している。

これは，日本帝国データ・ペース等を作成するうえで

不便なことであるが，大半の貿易は日本本土との問で

おこなわれたと想定してさしつかえあるまい。

　13）’日本およびアメリカ統治下におけるミクロネシ

ア諸島の研究としては，カンサス大学の注目すべき共

同研究がある。Robert　Fluker，　Grant　K．　Goodman，

Carl　Lande，　NQbleza　Lande，　Chae－Jin　Lee　alld

Felix　Moos，　Tんθσ瀦θd　8弼θ∫α醐」⑫α％伽孟んθ「

耽3けπ1勉。晒。＝酬070πθ3ごααπd恥ρ㎜飛ωσ％伽鉱

・1且terllal　Report　of　University『of　Kansas，1978，

参照。


